
社会福祉法人 米原市社会福祉協議会 

定款施行細則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この細則は、社会福祉法人 米原市社会福祉協議会（以下「本会」という）

定款第４９条の規定により、法人の運営および業務の細部について、必要な事項を

定めることを目的とする。 

 

第２章 評議員 

（評議員の選出） 

第２条 定款第７条第４項に定める評議員選任候補者は、次に掲げる者を少なくとも

１名以上選出するものとする。 

（１） 地域の福祉関係者 

（２） 社会福祉事業を経営する団体の役職員 

（３） 法人経営に必要な識見を有する者 

（評議員の選任及び解任） 

第３条 評議員の選任については、評議員の任期満了前、評議員選任・解任委員会に

おいて、次期評議員となるべき者を選任しなければならない。 

２ 会長は、評議員の任期満了直前の評議員選任・解任委員会において選任された次

期評議員に委嘱状を交付するものとする。 

３ 評議員選任・解任委員会において選任された次期評議員となるべき者は、就任承

諾書を事前、あるいは選任された日当日に、会長あてに提出しなければならない。 

（中途退任） 

第４条 評議員は、やむを得ない事由により任期の途中で退任しようとするときは、

あらかじめ会長に書面で届け出るものとする。 

（補欠選任等） 

第５条 定款第９条第２項における評議員の補欠選任ならびに第３項における欠員

補充については、第２条および第３条の規定を準用する。 

（評議員名簿） 

第６条 会長は、評議員が選任されたときは速やかに評議員名簿を作成し、永久に保

存しなければならない。 
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第３章 評議員会 

（定例会および臨時会） 

第７条 評議員会は定例会と臨時会とする。 

２ 定例会の時期及び付議すべき事項は次のとおりとする。 

（１）６月評議員会 

ア 定款第１２条第１項第５号に規定する前年度の計算書類及び財産目録並び 

に事業報告 

イ その他定款第１２条に規定する事項 

（２）３月評議員会 

ア 定款第１２条第１項第４号に規定する翌年度の予算及び事業計画 

イ その他定款第１２条に規定する事項 

３ 臨時会は、定款第１４条の規定に基づき開催するときとする。 

（評議員会の招集） 

第８条 会長は、評議員会を招集するときは、招集の日時、場所および会議に付すべ

き事項を記載した書面または評議員の承諾を得て電磁的方法により、招集日の７日

前までに各評議員に通知しなければならない。 

２ 前項の書面には、提出議案書および必要な資料を添付しなければならない。 

（評議員会の開会） 

第９条 議長は出席した評議員の数を確認し、定款第１６条第１項の成立要件を満た

していることを確認したのち、開会を宣言するものとする。 

（関係者の出席） 

第１０条 議長は、必要があるときは、事務局長等関係者の出席を求め、提出議案お

よび報告案件の内容等について説明させることができる。 

（議事録） 

第１１条 定款第１７条第１項に規定する議事録作成にあたって、議長は、議事録の

正確さを期するため、適当と認める事務局職員に評議員会の議事の経過および結果

を記録させることができる。 

２ 議事録は、社会福祉法施行細則第２条の１５の規定により作成し、提出議案、資

料等を添付して永久に保存するものとする。 

（欠席評議員への報告） 

第１２条  会長は、評議員会に欠席した評議員に、議事の概要および議決結果を記

録した書面を評議員会終了後１４日以内に送付するものとする。 
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第４章 役員 

（理事の選出） 

第１３条 定款第１８条第１項第１号に定める理事の選任については、次に掲げる者

を少なくとも１名以上選出するものとする。 

（１）社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 

（２）福祉に関する実情に通じている者 

（３）知識経験者 

（監事の選出） 

第１４条 定款第１８条第１項第２号に定める監事の選任については、次に掲げる者

をそれぞれ１名選出しなければならない。 

（１）社会福祉事業に関する識見を有する者 

（２）財務管理について識見を有する者 

（役員選任手続き） 

第１５条 役員の選任については、役員の任期満了前、直前の評議員会において、次

期役員となるべき者を選任しなければならない。 

２ 次期役員の選任には、理事会の承認を得て、評議員総数の過半数の同意を得なけ

ればならない。 

３ 会長は、役員の任期満了直前の評議員会において選任された次期役員に委嘱状を

交付するものとする。 

４ 評議員会において選任された次期役員となるべき者は、就任承諾書を就任日前

に、会長あて提出しなければならない。 

（会長等選任手続き） 

第１６条 定款第１９条第２項に規定する会長および副会長の選任については、会長

等の任期開始日に開催する理事会において、次期会長等となる者を選任しなければ

ならない。 

２ 次期会長等の選任については、理事総数（現在数）の過半数の同意を得なければ

ならない。 

３ 次期会長等として選任されたものは、就任承諾書を現会長に提出し、現会長は提

出確認後委嘱状を交付しなければならない。 

（会長の権限） 

第１７条 会長は、定款第２１条第２項の規定による業務の執行のため、定款第３４

条の規定に基づき設定される事務局に事業の執行を命じることができる。ただし、

事業の執行にあたって簡易な事項については、事務局において専決させることがで

きる。 
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（報告事項） 

第１８条 会長は、別に定めるもののほか、次に掲げる事項については、次回の理事

会に報告しなければならない。 

（１）評議員または役員から報告を求められた事項 

（２）行政官庁が実施する検査または調査の結果およびその改善状況 

（３）評議員及び役員の中途退任に関すること。 

（４）１件百万円以上の予算の執行および契約の締結に関すること。（ただし、人件

費に関するものは除く。） 

（５）固定財産以外の固定資産の処分に関すること。 

（６）会長が専決をした事項 

（７）その他、会長が報告を要すると認めた事項 

（中途退任） 

第１９条 役員は、やむを得ない事由により任期の途中で退任しようとするときは、

あらかじめ会長に書面で届け出るものとする。 

（補欠選任等） 

第２０条 定款第２３条第２項における役員の補欠選任並びに第３項における欠員

補充については、第１３条および第１４条および第１５条の規定を準用する。 

 

（役員名簿） 

第２１条 会長は、役員が選任されたときは速やかに役員名簿を作成し、永久に保存

しなければならない。 

 

第５章  理事会 

（会長の専決） 

第２２条 定款第２７条第１項に規定する会長が専決できる事項は、別に定めがある

もののほか、次のとおりとする。 

（１）就業規則、給与規程、運営規程などのうち関係法令や条例等の改正に準じた改

正に関すること 

（２）職員の任免に関すること 

（３）役員の出張に関すること 

（４）寄付金の受け入れに関すること 

（５）前各号のほか、理事会において認める事項 

（定例会および臨時会） 

第２３条 理事会は、定例会と臨時会とする。 
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２ 定例会の時期および付議すべき事項は次のとおりとする。 

（１）６月理事会 

  ア 定款第１２条第１項第５号に規定する前年度の計算書類及び財産目録並び

に事業報告 

  イ その他定款第２７条に規定する事項 

（２）３月理事会 

  ア 定款第１２条第１項第４号に規定する翌年度の予算及び事業計画 

  イ その他定款第２７条に規定する事項 

３ 臨時会は、会長が必要と認めるとき、または社会福祉法第４５条の１４第２項の

規定に基づき理事会の開催請求があったときとする。 

（準用規定） 

第２４条 第８条から第１２条までの規定は、理事会に準用する。この場合において

「評議員」とあるのは「理事」と、「評議員会」とあるのは「理事会」と、「定款

第１６条第１項」とあるのは「定款第３０条第１項」と、「社会福祉法施行細則第

２条の１５」とあるのは「社会福祉法施行細則第２条の１７」と読み替えるものと

する。 

 

第 ６ 章  資産及び会計 

（予算および決算） 

第２５条 定款第３８条に定める収支予算書および定款第３９条に定める決算に関

する事項については、定款第４１条の規定により定める会計に関する規程において

定めるものとする。 

（監査の実施） 

第２６条 定款第２２条に規定する監事の事業報告及び決算監査は、第２３条第２項

第１号に定める６月理事会の開催日までに実施するものとする。 

（監査報告書） 

第２７条  監事は、監査終了後、社会福祉法施行細則第２条の２７並びに第２条の 

３６の規定による監査報告書を作成しなければならない。 

 

第 ７ 章  公告の方法その他 

（機関紙） 

第２８条 定款第４８条に規定する機関紙は「社協まいばら」とする。 

２ 「社協まいばら」に関する事項は、会長が別に定める。 
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（雑則） 

第２９条 この細則に定めのない事項については、別に定める。 

 

附則 

 この細則は、平成１７年１０月１日から実施する。 

この細則は、平成１９年４月１日から実施する。 

この細則は、平成１９年５月２９日から実施する。 

 この細則は、平成２０年５月２７日から実施する。 

 この細則は、平成２２年７月２８日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

この細則は、平成２３年４月２７日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

この細則は、平成２５年５月２９日から施行する。 

この細則は、平成２５年７月２５日から施行する。 

この細則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 


